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Ⅰ. 2015事業計画の総括 
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Ⅰ-1. 経営及び財務の主要数値(1/2) 

年 度 
00～07 

平均 
08事計 
平均 

10事計 
平均 

12事計 
平均 

2015 
実績 

2016 
実績 

2017 
実績 

2017 
当初計画 

配当(円/株)＊３ 

FCF(億円) 

MRJ：Mitsubishi Regional Jet  FCF：Free Cash Flow 

売上(兆円) 

営業利益(億円) 

＊1 南ア・MRJ・客船・ 
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

想定外の事業環境悪化に   
対応したが、15事計期間の  
改善効果は極めて限定的 

• 目標ＦＣＦ2,000億円を達成                        

• 120円/株の配当を継続し、 
株主資本を積上げるも、   
当初目標は未達 

＊３ 2017年10月1日付で株式併合(10株→1株)を実施。    
     比較のため株式併合後の配当金を記載。 

• 事業規模の伸び不足と      
営業利益の大幅未達 

ＭＲＪ開発の遅れと費用増 

ＣＣＣ改善等の自助努力で 
南ア・ＭＲＪ等の負担を吸収 

主因：営利未達と客船特損 

CCC：Cash Conversion Cycle  

ＭＲＪ/Ｒ&Ｄ 

＊２自己資本から「その他  
  の包括利益累計額」 
  を控除したもの 

株主資本(億円)＊２ 
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ユニキャリア 
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0.46  

0.53  

0.44  
0.38  0.40  

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2017年度 

当初計画 

• 有利子負債の削減は当初
計画を超過達成 

有利子負債(億円) 

Ｄ/Ｅ レシオ 

ＦＣＦ(億円) 

• Ｄ/Ｅレシオは過去最低  
水準に到達 

• キャッシュフロー経営の徹底やアセットマネジメント等の自助努力により、
財務基盤の強化が計画以上に進み、健全な水準に到達 

• ＦＣＦの計画達成(前ﾍﾟｰｼﾞ参照) 

運転資金の効率化/圧縮(CCC改善) 

アセットマネジメント 

投資増加 

投資抑制 

Ⅰ-1. 経営及び財務の主要数値(2/2) 

D/Eレシオ：Debt Equity Ratio FCF：Free Cash Flow CCC：Cash Conversion Cycle  
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Ⅰ-2. 事業構造改革(1/3) - 組織・体制/企業統治 

10事計(FY2010～2011) 12事計(FY2012～2014) 15事計(FY2015～2017) 

 戦略的事業評価制度(ＳＢＵ制) 

事業所制 

事業所の壁解消 

監査等委員会設置会社 

ドメイン制(４ドメイン) ３ドメイン 事業本部制(9事業本部) 

企業統治改革 
チーフオフィサー制・社外取締役比率の向上 

クロスドメイン機能の強化(ＳＴ部門） 

• 10事計から8年を要した組織・体制及び制度の改革は完了 
• 12事計から始めた企業統治改革も概ね完了 

コーポレート機能の効率化/強化(BPO他) 

 事業ポートフォリオの見直し(選択と集中) 

ST：Shared Technology BPO：Business Process Outsourcing  

事業本部の統合再編 

経営資源の有効活用 

事業会社化の加速 

SBU：Strategic Business Unit 

リスクマネジメント体制の強化 

・ ドメイン制とのシナジー 
・ グローバル化への対応 

各種の危機顕在化への対応(P.8) 
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Ⅰ-2. 事業構造改革(2/3) - 業務プロセスの改善 

財 務 
グローバル財務・会計ポリシーの整備 

人材データベースの構築と後継者計画への活用 
Ｈ Ｒ 

調 達 

技 術 

グローバルキャッシュマネジメントの運用拡大 

サプライヤ集約と管理ツール導入 

モニタリングのIT化・自動化/RPA技術による業務効率化 

業務プロセスとシステムの統一 

今後の方向性 実 績 
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化 
外部協業 

生産性UP 
IoT/AI 

○ 

○ 

○ 

技術者タレントマネジメントシステム ○ 

生産プロセスのデジタライゼーション ○ 

民間機SCMの再構築・調達プロセス改革 

○ 

○ 

○ 

○ 

世界的COEとのオープンイノベーション拡大 ○ 

• 改善成果の  
浸透・拡大 

 
• グローバル経営 

人材の育成 
 
• 新事業創出力と

最先端技術への
対応力強化 

 
• ﾃﾞｼﾞﾀﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ

の広汎な適用 

○ 

○ 

○ 

○ 

顧客サービスの高度化(O&M支援システム 他) 

全社営業・サービス教育体系の整備 

マーケ
ティング 

○ 

○ 

長期成長ビジョン(未来洞察)活動 (P.27) 

共通部品コード体系の構築 

○ 

○ 

○ 

COE：Center of Excellence RPA：Robotic Process Automation 

海外クロスSBU案件の開拓(提案活動) 

○ 

• 改善実績 ： 下表の体系・方針の整備及び活動推進 

SBU：Strategic Business Unit SCM：Supply Chain Management O&M：Operation & Maintenance ＩｏＴ：Internet of Things ＡＩ：Artificial Intelligence 

業務領域 

HR：Human Resources 
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TC取得作業の難航 

客船事業評価委員会報告 

Ⅰ-2. 事業構造改革(3/3) - リスクマネジメント 

10事計(FY2010～2011) 12事計(FY2012～2014) 15事計(FY2015～2017) 

SBU：Strategic Business Unit 

• 顕在化した各種の危機に対応し、リスクマネジメント体制を強化 

2012/01 

プラント停止 

2013/06 

廃炉発表 

2013/10 

仲裁開始 

2017/03 

仲裁裁定 
SONGS対策室(全社精鋭チームによる対応) 

アイーダ向 客船 
2011/11 

受注 

全社支援フォロー体制 

2017/04 2016/03 

一番船引き渡し 二番船引き渡し 

初号機納入(当初予定) 
ＭＲＪ開発 

リスク分析力と対応力の強化 リスク対応文化の醸成・人材育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

     

CTO：Chief Technology Officer CEO：Chief Executive Officer CFO：Chief Financial Officer 

米/SONGS 原子力機器 請求66.7億$ 
裁定(ネット)0.7億$ 

2013/下期 

TC：Type Certificate 

2016/10 

2008/03 

事業化 
決定 

2015/11 

初飛行 

2017/01 

初号機納入延期(5度目) 

事業リスク総括部  
(2016/4設立) 

事業リスクマネジメント憲章 
(2016/11制定) 

 

グローバル化や規制等によるリスク
の多様化・複雑化 

赤字の顕在化 

2013 

累積損失 
2,742億円 深刻化 

 
 

  
 

 
 

 
 

  
 

 

  

  

 

 

 

2016/11 

CEO直轄化 

SONGS：San Onofre Nuclear Generating Station 

MRJ：Mitsubishi Regional Jet  

初号機納入延期(初回) 

2009/09 

組織・制度の強化＋対応文化の醸成 



Ⅱ. 2018事業計画 



© 2018 MITSUBISHI HEAVY INDUSTRIES, LTD.  All Rights Reserved. 10 

Ⅱ-1. 計画の位置づけ 

 事業規模の伸び悩み 
 収益目標の未達 

 収益改善の徹底推進(生産性向上、サービス事業拡大他) 

 社会の変化に適応した成長戦略と事業拡大投資 

 ＭＲＪ事業体制の抜本強化と火力事業の構造転換 

 事業構造改革の完了  改革成果の定着とグループ全体への浸透 

 リスクマネジメント体制 
 の刷新と強化活動 

 財務基盤の強化  事業成長と財務健全性のバランス経営 

 グローバル経営体制 
 の検討と移行準備 

 グローバル経営体制への移行 
   → 組織効率化と人材育成 

収益と効率
重視の風土 

不確実性へ
の抵抗力 

2018事業計画 
～ 持続的な成長軌道の第一歩 ～ 

2015事業計画 
～ 改革と危機対応 ～ 

多様なリスクへの対応力強化 
   → コントロールド・リスク・テイキング 

付加価値の 
創造的拡大 
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Ⅱ-2. 基本方針・戦略(1/3) 

① グローバル水準の持続性と成長力を有する企業体格の実現 

• ドメイン制の進化 

  → ポートフォリオの継続的組換え他 

• リスクマネジメントの強化と浸透 

• グローバル経営の強化(P.25) 

• 企業文化の醸成と人材の育成(P.28) 

TOP：Ｔｒｉｐｌｅ Ｏｎｅ Ｐｒｏｐｏｒｔｉｏｎ （売上：総資産：時価総額=1:1:1） 

15事計実績 18事計 次の目標 

事業規模 4.1兆円 5兆円 5兆円 

総資産 5.5兆円 5.3兆円以下 5兆円以下 

ＲＯＥ 3.9％ 11％ 10％超を継続＊2 

ＴＯＰ比＊１ 1 : 1.3 : 0.3 1 : 1.1 : 0.6 1 : 1 : 1 
＊１ 次頁参照 

③ 長期ビジョンに基づく成長戦略の推進 

② 事業構造改革の定着 

＊2 さらなる資本充実との両立 

ROE：Return On Equity（株主資本利益率） 

• 不確実性への抵抗力 

• グローバル対応力 

• 変化への適合力 

持続的な成長力 

事業成長と財務健全性の  

バランス経営(ＴＯＰ) 

成長戦略に基づく 
ポートフォリオの 
継続的組換え 
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最適な 

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 
(組換え/維持) 

健全な 
財務体質 

(維持) 

Ⅱ-2. 基本方針・戦略(2/3) 

総資産 

社会的共通価値 
(ESG/SDGs) 

従業員/ﾊﾟｰﾄﾅｰ 

(人も含めた)長期的な成長投資 

経営 

 
 

 
 

 
 

当社グループが各ステークホルダーと社会のニーズに持続的・調和的に応える

経営目標(比率)として、売上：総資産：時価総額＝１:１:１を設定(注) 

収益基盤 質と効率 投資基盤 

      

      

ＲＯＥ ＝  
純利益 
売上高 

売上高 
総資産 

総資産 
株主資本 × × 

売上高 
純利益率  

【収益性】 【資産効率性】 【財務健全性】 

総資産 
回転率  

財務 
レバレッジ  

× × ＝  

ROE：Return On Equity （株主資本利益率） ESG：Environment, Social, Governance （環境・社会・ガバナンス） SDGｓ：Sustainable Development Goals （持続可能な開発目標） 

ＴＯＰ(Ｔｒｉｐｌｅ Ｏｎｅ Ｐｒｏｐｏｒｔｉｏｎ)コンセプト 

(注)将来指向：総資産≦1、時価総額≧1 

効率的で質の高い事業活動
(総資産)を最優先要件に、 
 
 財務健全性の維持 と 成長の
為の投資を中期的にバランス
させる経営により、 

長期安定的な企業価値の向上
を目指す 
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Ⅱ-2. 基本方針・戦略(3/3) - 長期ビジョン 
 

ＭＨＩ ＦＵＴＵＲＥ ＳＴＲＥＡＭ 社会の進化と共に  

IGCC： 石炭ガス化複合発電プラント GTCC： ガスタービンコンバインドサイクル発電プラント SOFC： 固体酸化物形燃料電池 
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111.1円/$ 129.9円/€ 110円/$ 130円/€ 110円/$ 130円/€ 110円/$ 130円/€

 受注 42,123 38,757 41,000 41,000 50,000

 売上 40,239 41,108 42,000 42,000 50,000

 営業利益/事業利益 1,955 1,265 1,750 1,600 3,400
 (利益率) (4.9%) (3.1%) (4.2%) (3.8%) (6.8%)

 純利益 740 704 800 800 1,700

 ＲＯＥ 4.2% 3.9% 4% 6% 11%

 ＦＣＦ 1,066 2,079 500 500 2,000

 Ｄ／Ｅレシオ 0.45 0.38 0.4 0.4 0.4

 自己資本比率 32.1% 33.3% 35% 28% 31%

 有利子負債 9,302 8,131 7,700 7,700 7,600

 総資産 54,901 54,876 53,000 51,000 53,000

 配当 (円/株) 120円 120円 130円 130円 180円

2018年度

     非オーガニック成長

　   4,000億円を含む

備考

 

2015事業計画 2018事業計画

2017年度 2018年度 2020年度
到達目標

15事計
3年平均

※2 

※2

※2

※3

※1

※3

※3

※3

※3

Ⅱ-3. 全体数値計画(1/3) - ＩＦＲＳ適用後 

ROE：Return On Equity （株主資本利益率） D/Eレシオ：Debt Equity Ratio FCF：Free Cash Flow IFRS：International Financial Reporting Standards （国際財務報告基準） 

ＩＦＲＳ適用後 ＩＦＲＳ適用前 

※1：ＩＦＲＳ適用前→営業利益、ＩＦＲＳ適用後→事業利益(金融収支以外の営業外損益、及び特別損益を含む)  

FY18からFY20の
利益増の要因は 
参考資料1を参照 
(P.31) 

※3 長期回収性資産の
評価方法変更等に
より総資産・自己 
資本を見直し(次頁) 


総括 (見通し)

																										2015事業計画						2018事業計画

								2010事業計画 ジギョウケイカク								2012事業計画 ジギョウケイカク		12事計 ジケイ		2015事業計画 ジギョウケイカク		2015事業計画
（ＩＦＲＳ適用前） ジギョウケイカクテキヨウマエ

						2009
実績		FY2010
実績 ジッセキ		FY2011
実績 ジッセキ		FY2012
実績 ジッセキ		FY2012　　
見通し ミトオ		FY2013
実績 ジッセキ		2014年度
実績 ネンドジッセキ		FY2015
前回見通し* ゼンカイミトオ		2015年度
実績 ネンドジッセキ		2016年度
平均 ネンドヘイキン		15事計
3年平均 ジケイネンヘイキン		2017年度
 ネンド				2018年度
 ネンド				2018年度
 ネンド		2019年度 ネンド		2020年度
到達目標
 ネンドトウタツモクヒョウ		備考 ビコウ

																												111.1円/$ 129.9円/€				110円/$ 130円/€				110円/$ 130円/€		110円/$ 130円/€		110円/$ 130円/€

				受注		24,762		29,954		31,888		30,322		34,000		34,200		46,991		47,000		44,855		42,756		42,123		38,757				41,000				41,000		49,680		50,000		非オーガニック成長
　   4,000億円を含む ヒセイチョウオクエンフク

				売上		29,408		29,037		28,209		28,178		30,000		33,495		39,921		41,000		40,468		39,140		40,239		41,108				42,000				42,000		48,652		50,000

				営業利益/事業利益 ジギョウリエキ		656		1,012		1,119		1,635		1,200		2,061		2,961		3,000		3,095		1,505		1,955		1,265				1,750				1,600		2,827		3,400

				(利益率) リエキリツ		240		（681）		(861)		(1,490)		（800）		(1,831)		（2,747）		(2,700)		(7.6%)		(3.8%)		(4.9%)		(3.1%)				(4.2%)				(3.8%)		(5.8%)		(6.8%)

				純利益 ジュンリエキ		141		301		245		973		400		1,604		1,104		900		638		877		740		704				800				800		1,552		1,700

				ＲＯＥ		1.1%		2.4%		1.9%		7.4%		3.1%		11.0%		6.5%		5%		3.7%		5.1%		4.2%		3.9%				4%				6%		8.0%		11%

				ＦＣＦ		1.0%		2,005		1,533		2,116				1,446		386		△ 500		75		1,046		1,066		2,079				500				500		△ 1,000		2,000

				Ｄ／Ｅレシオ		1.1倍 バイ		1.01倍 バイ		0.89倍 バイ		0.72倍 バイ		0.8倍 バイ		0.54倍 バイ		0.46倍		0.5倍		0.53倍		0.44倍		0		0.39倍 バイ				0.39倍 バイ				0.37倍		0.34倍		0.36倍

				自己資本比率 ジコシホンヒリツ				31.6%		31.7%		35.0%		2.1%		31.6%		32.3%		33％		30.5％		32.5％		0		33.0%				33.0%				35.9%		35.6%		37.9%

				Ｄ／Ｅレシオ																						0.45		0.38				0.4				0.4				0.4

				自己資本比率 ジコシホンヒリツ																						32.1%		33.3%				35%				28%				31%

				有利子負債		1495300%		13,256		11,571		10,312		11,000		9,574		9,755		10,500		10,521		9,255		9,302		8,131				7,700				7,700		10,198		7,600

				S&P格付（想定） カクヅソウテイ																		A-		A-				BBB+				BBB+				A-		A-		A-

				総資産 ソウシサン																						54,901		54,876				53,000				51,000				53,000

				配当 (円/株) ハイトウエンカブ																		120円		120円		120円 エン		120円				130円				130円		160円		180円

				時価総額 ジカソウガク																		14,105		15,067				13,626				19,000						26,000		30,000

				総資産 ソウシサン																		55,007		54,819				55,168				52,772						55,932		54,723

				財務ﾌﾟﾛﾎﾟｰｼｮﾝ ザイム		14,953		13,256		11,571		10,312		11,000		9,574		9,755		10,500		1.0:1.4:0.4		1.0:1.4:0.4				1.0:1.3:0.3				1.0:1.3:0.5						1.0:1.1:0.5		1.0:1.1:0.6

				配当 （円/株） ハイトウエンカブ		4円 エン		4円 エン		6円 エン		8円 エン		6円 エン		8円 エン		11円		12円 エン		120円 エン		120円 エン				120円 エン				139円 エン						174円 エン		196円 エン

				ＭＨＩ版ＥＶＡ バン				(750)		(930)		(930)		(650)		(930)		(930)		(930)

				ＦＣＦ				2,005		1,300		1,300		200		1,300		1,300		1,300

				投下資本（回転率） トウカシホンカイテンリツ				2.6兆円（1.1） チョウエン		??兆円（1.1） チョウエン		??兆円（1.1） チョウエン		2.6兆円（1.2） チョウエン		??兆円（1.1） チョウエン		??兆円（1.1） チョウエン		??兆円（1.1） チョウエン

				連結人員 レンケツジンイン		67,669人 ニン		68,159人 ニン		68,928人 ニン		68,928人 ニン		68,500人 ニン		68,928人 ニン		68,928人 ニン		68,928人 ニン

				一人当たり売上 ヒトリアウリアゲ				40.8百万円 ヒャクマンエン		40.7百万円 ヒャクマンエン		40.7百万円 ヒャクマンエン		42.2百万円 ヒャクマンエン		40.7百万円 ヒャクマンエン		40.7百万円 ヒャクマンエン		40.7百万円 ヒャクマンエン

				海外人員率 カイガイジンインリツ				2.4%		3.0%		3.0%		3.3%		3.0%		3.0%		3.0%



※2

※2

※2

※3

※1

※3

※3

※3

※3
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Ⅱ-3. 全体数値計画(2/3)- ＩＦＲＳ適用に伴う利益の差異比較 

  2015事業計画 2018事業計画 

  

15事計 
3年平均 

2017年度 
 

2018年度 
 

2020年度 
到達目標 

  111.1円/$ 129.9円/€ 110円/$ 130円/€ 110円/$ 130円/€ 

 売 上 40,239 41,108 42,000 50,000  

ＩＦＲＳ 
適用前 

 営業利益 1,955 1,265 1,750 3,300 

 (営業利益率) (4.9%) (3.1%) (4.2%) (6.6%) 

 純利益 740 704 800 1,700 

 自己資本 17,613 18,247 18,500 20,500 

 総資産 54,901 54,876 53,000 55,000 

 自己資本比率 32.1% 33.3% 35% 37% 

 ＲＯＥ 4.2% 3.9% 4% 9% 

ＩＦＲＳ 
適用後 

 事業利益 1,600 3,400 

 (事業利益率) (3.8%) (6.8%) 

 純利益 800 1,700 

 自己資本 14,500 16,500 

 総資産 51,000 53,000 

 自己資本比率 28% 31% 

 ＲＯＥ 6% 11% 

ROE：Return On Equity （株主資本利益率） IFRS：International Financial Reporting Standards （国際財務報告基準） 

※1 

※1 

※1 

※2 ※2 

※2： 当該年度のMRJ開発予定費用の評価反映(※1参照) 

※1： ＩＦＲＳ適用に伴うＭＲＪ他の 
    長期回収性資産の評価方法変更等 
    により、自己資本は減少するも、 
    財務健全性は維持 

FY2018までがピーク、その後FY2020にかけて減少 
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Ⅱ-3. 全体数値計画(3/3) - ＣＦと資金配分 

 
新規事業 

 
 
 

 
設備投資 
(生産性向上) 

 
 
 
 
 

 
 

 
有利子 

負債削減 
※2 

 
 

ＣＦ利益(純利益+減価償却費) 13,100億円 
 

ＢＳ改善＋アセットマネジメント      100億円 ※1 
 

合計    13,200億円  

5,800億円 2,400億円 

【15事計期間実績】 
 

 CF利益 10,000億円 
 BS改善  5,000億円   
 アセット  2,600億円 
  合 計 17,600億円 

 
投融資 

 
 
 
 

 
 

 
設備投資 
(老朽更新) 

 
 

 
 

 
リスク対応 

 
 
 

 
 

1,400億円 

【攻めの配分】 
 

9,600億円 

【維持・守りの配分】 
 

1,700億円 

1,600億円 500億円 500億円 

【株主還元】 
 

1,900億円 

 
配当金 

 
 
 
 

 
 

1,900億円 

【18事計期間の定常営業ＣＦ】 ※ ＭＲＪ・南ア含まず 

• 15事計における財務基盤強化を基に、本事計では即効性のある 
規模拡大を目指した成長投資に資金を配分 

非支配株主への 
配当金を含む 

新規案件及びＭＲＪ 

※2：2017年度に前倒しで獲得したＣＦ(手許現金)を有利子負債削減に充当(900億円) 

MRJ：Mitsubishi Regional Jet  CF：Cash Flow BS：Balance Sheet 

※1：ＢＳ改善は15事計で大幅に進捗 
   18事計期間は、事業規模が増加 
   するも、運転資金は現状維持 
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Ⅱ-4. ドメイン別計画の要旨(1/4) – メガトレンドへの対応 

デジタル化 気候変動対策 メ 
ガ 
ト 
レ 
ン 
ド 

パワードメイン インダストリー＆社会基盤ドメイン 航空・防衛・宇宙ドメイン 

~ Energy Transition ~ ~ Smart & Environmental ~ ~ Security & Exploration ~ 

InteRSePT®  

2050 

CO2排出量 

COP21  2℃シナリオ 
(CO2減少カーブ) 

現在 未来 

 
 

火 
力 

オイル 

ガ ス 

石 炭 

 
 

再 
エ 
ネ 

太陽光 
風 力 
地 熱 
水 力 

  バイオマス  

  原子力 
  その他 

CO2回収 
(IGCC含む) 

CO2回収 

出典： IEA ETP 2017 2℃ Scenario 

モビリティ/ロジスティクスの革新 
クリーンな循環型社会 
ロボティクス 

> 低炭素から脱炭素へ 

> 再生可能エネルギー 
> 電化 
> 分散/ネットワーク 

世
界
の
発
電
量

  

（
割
合
）
 

サイバーセキュリティ 

> 互いにつながる社会 
> シェアードエコノミクス 
> 安心・安全・信用意識の高まり 

> ビッグデータとアナリティクス 
> 機械の知能化や自動化 
> セキュリティの多様化 

衛星データ利用 

CoasTitan®  

無人機システム 
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ターボデン 
• 伸張する地熱市場での  

事業拡大 

2017年度売上
(実績) 

2020年度売上
(計画) 

14,939億円 

19,000億円 

三菱重工航空エンジン 
• 長期的な需要拡大への積極対応 

→ 生産能力の増強＋修理サービス事業の拡大 

原子力事業部 
• 再稼働支援と中長期的保全事業の推進 
• 海外機器輸出、原燃サイクル等の事業拡大 
• 次世代技術への取り組み強化 

三菱日立パワーシステムズ 
 

• 既受注大型案件の効率的な工事消化と収益改善 
• 大規模な事業構造転換の開始 

ＭＨＩ ヴェスタス 
• 価格競争の激化に対応し、 

生産性向上 / 固定費抑制 
三菱重工コンプレッサ 
• 石化及びオイル＆ガス市場の回復に積極対応 

除く、MHIヴェスタス
(50% 持分会社)  

三菱重工マリンマシナリ 
• ＭＥＴ過給機事業の拡大 
• ソリューション事業の強化 

Ⅱ-4. ドメイン別計画の要旨(2/4) - パワー 

(P.23～24) 
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三菱重工エンジニアリング 
 

• 市場環境に応じたリソースの機動的運用 
• ＥＰＣ上・下流等の付加価値事業の拡大 

Ⅱ-4. ドメイン別計画の要旨(3/4) – ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ&社会基盤 

三菱造船/三菱重工海洋鉄構 
 

• 得意分野の事業拡大 
→ フェリー/官公庁船/エンジニアリング 

• ＬＮＧ船等の生産性/収益改善 
三菱重工サーマルシステムズ 
 

• 地域ニーズへの適応(製品投入/販売網)でシェア拡大 
• 低環境負荷冷媒でソリューションビジネス拡大 

三菱重工機械システム 
 

• リソース共有と人材活用による収益力強化 
• 市場伸長中の紙工機械事業拡大 

製鉄機械 
 

• 市場回復を活かし、サービス強化と    
デジタル技術強化によるシェア拡大 

• 拠点集約、人員最適化等のＰＭＩの完遂 

2017年度売上
(実績) 

2020年度売上
(計画) 

18,989億円 

20,000億円 

受注生産品 
エンジニアリング 

＋ 
製造・製作 

中量産品 

中量産品＋受注生産品 

三菱重工エンジン＆ 
ターボチャージャ 

EPC：Engineering, Procurement & Construction LNG：液化天然ｶﾞｽ PMI：Post Merger Integration 

三菱重工フォークリフト＆エンジン・ターボ 
ホールディングス 
 

• ＰＭＩ/生産性向上の徹底による収益性向上 
• 成長分野・地域へのリソース重点投入 
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FY2017 FY2018 FY2019 FY2020

• 777から777Xへの端境期 

• 既存事業の継続的な強化 

2017年度売上
(実績) 

2020年度売上
(計画) 

7,200億円 

7,229億円 

Ⅱ-4. ドメイン別計画の要旨(4/4) - 航空・防衛・宇宙 

→ 海外展開、デュアルユース展開、国内ＭＲＯ事業 

• 成長戦略の加速による事業拡大 

 生産性向上、固定費圧縮等による収益維持 

→ Ｈ３ロケットによる海外商業衛星打上げサービスの拡大 

 競合他社との差別化の推進(生産技術の抜本的改良他) 

H‐IIA 37号機打上げ 

民間機セグメント 

防衛・宇宙セグメント 

777Ｘ組立自動化設備 

MRO：Maintenance, Repair  & Operations 

ＭＲＪ 

• 787は高度安定事業として定着 

777と777Xの生産機数 

777X 

777 
合計 

先進技術実証機 

提供 : 防衛装備庁 

護衛艦「しらぬい」進水式 
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Ⅱ-5. ＭＲＪ事業の再構築(1/2) - 開発状況と見通し 

ＭＲＪ 事業推進委員会の発足(2016年11月) 

量産初号機の引き渡し時期を2020年半ばへ(2017年1月) 

ＰＷ1200Ｇエンジン 米国連邦航空局 ＦＡＡの型式証明を取得 

パリ・エアショーにて飛行試験機を初展示(ＡＮＡ様塗装) 

ＭＲＪミュージアムをグランドオープン(2017年11月) 

電気配線設計対応に向けて Latecoere社を選定・参画 

国土交通省航空局パイロットによる慣熟飛行を実施 

                  1,000時間    2,000時間 

Integrated Product Team 体制採用、プログラム推進本部 設置 

2018年 ファーンボロ・エアショーにてデモ飛行を計画中 

型式証明(ＴＣ)飛行試験を加速 
  … 追加の飛行試験機も2019年に順次投入 

ＴＣ取得、カスタマーサポート体制を構築 

TC：Type Certificate 

極寒試験 

パリ・エアショー(2017年6月) 

飛行試験の 
累積飛行時間 

酷暑試験 

MRJ：Mitsubishi Regional Jet  

2020年半ばに量産初号機をＡＮＡ様へ引渡し 
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ＭＲＪ90の開発・ＴＣ取得 

Ⅱ-5. ＭＲＪ事業の再構築(2/2) – 事業体制強化 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度～ 

• 三菱航空機の資本増強を含む抜本的なＭＲＪ事業体制の強化 

三菱航空機の 
資本増強 

 

(債務超過解消) 

量産初号機 
ＡＮＡ様への 

引渡し 

• Ｔｉｅｒ1事業との連携強化 
  → 共通業務の統合や量産ステージの生産性向上他 

• ＭＲＪ70の開発本格化とＴＣの早期取得 
  → 北米市場へ投入する主力モデル 

• 販売及びカスタマーサポートの体制強化 

TC：Type Certificate 

身軽で耐久力のある新事業体制の構築 長期的事業継続性の確保 

MRJ：Mitsubishi Regional Jet  
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0

5,000

10,000

15,000

2017 2018 2019 2020 2021以降 

【事業規模(売上)】 
(億円) 

ガス火力 

石炭火力 

【人員の再配置他(構想)】 

△30% 

部品交換 

0

10,000

20,000

2018.4 2020 2021以降 

△30% 
(人) 

国内 

自然減＋ 
採用抑制 

△5% 

配置・ 
職種転換 

△15% 

海外 
会社/工場 
再編(*) 

△10% 

• 効率的な工事消化/収益改善とガス火力/サービス事業の拡大に注力 
• 21年以降の石炭火力縮小への備えと付加価値増加の為に、構造転換を推進 

Ⅱ-6. 火力事業の構造転換(1/2) 

もの 
作り 

価値 
創り 

供給サイド 需要サイド 

製造 

設計 

ＥＰＣ 

ESCO：Energy Service Company O&M：Operation & Maintenance EPC：Engineering, Procurement & Construction 

営業利益率 

【効率的な工事消化/収益改善】 

4%

8%

12%

2015 2016 2017 18事計 2021以降 

高砂工場 

日立工場 

長崎工場 
(呉工場一体) 

ガス火力 

石炭火力 

ＧＴ 

ボイラ 

ＳＴ 

国内の１工場１製品集約(含む取纏) 

価値創りの事業拡大 

GT：ガスタービン ST：蒸気タービン 

拡大
努力 

(* ボイラ/ＳＴ主体) 

ＩＣＴ ＥＳＣＯ 

Ｏ＆Ｍ 性能改善 
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新しい社会ニーズに適合したビジネスへの中長期的な構造転換 

Ⅱ-6. 火力事業の構造転換(2/2) 

ソフトウェアの進化 

• 再生可能エネルギーの最大活用 
• 経済的で安定的なエネルギー供給 
• 脱炭素志向の総合エネルギー 

サービスの実現(３Ｅ＋Ｓ*) 
 * Energy Security, Environmental Protection,     
   Economy + Safety 

ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
の
進
化 

高効率化 
低炭素化 

さらなる低炭素化 

フレキシビリティ 

新燃料対応の普及 

機器制御 

安全・安定運転 

遠隔監視・省人化 

ＡＩ活用 
最適運転 

再エネ+航空機転用GT 

水素専焼GT 

高効率大容量GT 

IGCC/バイオマス 
目指す方向 

CO2回収 

ＡＩ：Artificial Intelligence IGCC： 石炭ガス化複合発電プラント GT：ガスタービン 

プラント制御監視システム 

運転支援 

ﾘﾓｰﾄ・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・ｾﾝﾀｰ 

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ予測/ＡＩ・機械学習 
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Ⅱ-7. グローバル経営の強化(1/3) – 地域別受注計画 

 (単位：億円) 

日本 北米 

欧州・中東・アフリカ 

中 国 

日 本 日本 北 米 

中南米 

アジア・パシフィック 

日本市場の成熟 ＆ グローバル市場の拡大  
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Ⅱ-7. グローバル経営の強化(2/3) 

中国 

ST：Shared Technology BPO：Business Process Outsourcing  SBU：Strategic Business Unit(戦略的事業評価制度における事業単位) 

欧州・中東・
アフリカ 

地域事業戦略の共有 
＋役割分担の明確化 

• 地域特性に応じた経営 
• 地域別の営業力強化 

中南米 

北米 

コーポレート/ＳＴ部門 

 地域ニーズの発掘(情報収集力) 
 戦略策定機能と提案力の強化 

• グローバル経営に特化 

グローバル戦略の策定とフォロー 
リソース配分と成果フォロー 
リスク・マネジメント機能 

グローバル本社(丸の内) 

中長期成長戦略の
共有と推進 グローバル経営を支える 

人材の確保・育成(P.28) 

• ポリシーのグローバル展開 
• グローバル機能とリージョン/

ローカル機能の最適化 
(共通機能の集約/ＢＰＯ促進他) 

日本 

役割分担 
の明確化 
(権限移譲) アジア・ 

パシフィック 

地域統括会社 

• メガトレンド分析＋地域戦略に
基づく事業戦略策定 

• シナジー発揮 
(クロスＳＢＵ・リソース活用) 

• ポートフォリオの継続的組換え 

ドメイン/ＳＢＵ 



© 2018 MITSUBISHI HEAVY INDUSTRIES, LTD.  All Rights Reserved. 27 

Ⅱ-7. グローバル経営の強化(3/3) 

MHI FUTURE STREAMの推進 

ＳＴ部門の多角的な市場・技術センシング力を活用 

革新的な社外の知見・技術を活用・導入 
(イノベーション推進研究所ほか) 

＞ メガトレンド変化の理解に基づく、 

    既存事業の中長期転換策を創出 

Shift the Path 

＞ 長期的な将来社会像から、 

    事業機会と脅威を抽出 

Mega Scan 

＞ 不確実性は高いが、インパクトの 

    大きい最先端領域の技術を探索 

＞ Mega Scan, Shift the Pathで 描いた 

   事業に必要な技術を探索 

Technology  
Scouting 

電 化 脱炭素・循環型経済へのシフト 

デジタル化 
(IoT/AI) 

ST：Shared Technology 

(相乗効果の追求) 

→ 付加価値の創造的拡大と新しい事業領域への進出 
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柔軟で多様性のある 
グローバル経営 

  

Ⅱ-8. 企業文化の醸成と人材の育成 

グループ員エンゲージメントの促進と組織力向上     成長の原動力 

グローバル及びリージョナル経営人材の確保    成長をリードする力 

多様な人々が活き活きと働く企業へ   • ビジョン・戦略の共有と浸透 

(社員意識調査を活用) 

• 業務改革と働き方改革 

 ・ ダイバーシティの推進 

 ・ 人事制度と運用の見直し 

持続的 
成長力 

(豊富な経験を持つエキスパートの活用) 

• 経営人材の多様性拡大 

→ 柔軟な選抜や処遇体系 

→ 役員・幹部の早期登用 
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FY2017 FY2018 FY2020
到達目標

FY2017 FY2018 FY2020
到達目標

FY2017 FY2018
(参考)

FY2018 FY2020
到達目標

14,375 15,000 18,000 14,939 16,000 19,000 1,089 1,250 1,350 1,900 

17,113 19,500 21,000 18,989 19,000 20,000 408 750 800 1,600 

　
7,215 6,500 7,000 7,229 7,000 7,200 △ 151 △ 150 △ 450 0 

1,135 1,000 5,000 1,208 1,200 5,000 50 50 50 150 

△ 1,083 △ 1,000 △ 1,000 △ 1,259 △ 1,200 △ 1,200 △ 132 △ 150 △ 150 △ 250 

38,757 41,000 50,000 41,108 42,000 50,000 1,265 1,750 1,600 3,400 合 計

 その他(含む非オー
 ガニック成長)

ドメイン
受 注

 インダストリー＆
 社会基盤

 パワー

売 上

 消去または共通

事業利益営業利益

 航空・防衛・宇宙

[参考]1. ドメイン別数値計画 

ＩＦＲＳ適用後 

• 火力の売上増と固定費削減 
• 航空エンジン事業の拡大 

• 商船・製鉄機械の収益回復 
• 中量産品事業の拡大 

• ＭＲＪ開発費の減少 
• Ｔｉｅｒ１事業の生産性向上 


総括 (見通し)

		

								2016年度 ネンド

				ドメイン				受 注 ジュチュウ						売 上 ウリアゲ						営業利益 エイギョウリエキ				事業利益						主な課題 オモカダイ

								FY2017		FY2018		FY2020
到達目標 トウタツモクヒョウ		FY2017		FY2018		FY2020
到達目標 トウタツモクヒョウ		FY2017		FY2018
(参考) サンコウ		FY2018		FY2020
到達目標 トウタツモクヒョウ

				パワー				14,375		15,000		18,000		14,939		16,000		19,000		1,089		1,250		1,350		1,900				・ＭＨＰＳ：売上・収益性伸び悩み
・サンオノフレ（ＳＯＮＧＳ）仲裁 ウリアゲシュウエキセイノナヤチュウサイ

				インダストリー＆
 社会基盤 シャカイキバン				17,113		19,500		21,000		18,989		19,000		20,000		408		750		800		1,600				・客船（1番船）の引渡し
・ＭＲＪ事業の玉成 キャクセンバンフネヒキワタジギョウギョクセイ

		　		航空・防衛・宇宙 コウクウボウエイウチュウ				7,215		6,500		7,000		7,229		7,000		7,200		△ 151		△ 150		△ 450		0

				その他(含む非オー
 ガニック成長) タフクヒセイチョウ				1,135		1,000		5,000		1,208		1,200		5,000		50		50		50		150

						冷熱 ヒヤネツ

						工機 コウキ

						その他 タ

				消去または共通 ショウキョキョウツウ				△ 1,083		△ 1,000		△ 1,000		△ 1,259		△ 1,200		△ 1,200		△ 132		△ 150		△ 150		△ 250

				合 計 アケイ				38,757		41,000		50,000		41,108		42,000		50,000		1,265		1,750		1,600		3,400
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[参考]2. パワーの成長施策① - ＭＷ売りからＴＷｈ売りへ 

機器 プロセス・システム 

・ 発電設備機器売り 
・ 補修部品納入 

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
 

既存ビジネスの拡大 

＋ 他社製品へのサービス 
＋ 補修メンテナンスサービス 

 
①LNG to Power 

トータル 
ソリューション 

ＭＷ(機器)売りから 
ＴＷｈ(サービス)売りへ  

 
②再エネ導入拡大 

ソリューション 

 
③産業用エネルギー 

トータル 
ソリューション 

 
④地域分散電源 

エネルギー 
マネジメント 

既
存

 
新

規
 

IoT/AI技術を駆使した 
提案型サービスビジネス 

【PESB(*)基本戦略】 
事業投資計画を 

お客様と共に立案 

ファイナンスを加えた 
アセットマネジメント、 
新規案件への投資 

  ソリューションサービス 
    ＋ Ｏ＆Ｍサービス 

    ＋ 運用最適化サービス 

    ＋ 設備更新ソリューションサービス 

【PESB(*)基本戦略】 
エネルギー運営事業への 
参画を目指し収益拡大 

マーケット 

MHPS-TOMONI とENERGY CLOUD で 
リスクの定量化、ソリューション検討を実施 既存ビジネス ＋ ＬＴＭＡ 

(*)Power & Energy  
     Solution Business 

ＩoT：Internet of Things AI：Artificial Intelligence LTMA：Long Term Maintenance Agreement MW：Mega Watt TWh：Terra Watt Hour 
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[参考]2. パワーの成長施策② - ターボマシナリーシナジー  

ターボマシナリー製品・技術を統合したシナジーを追求 

ＭＨＰＳ 

三菱重工 
航空エンジン 

ＭＨＰＳ 

三菱重工 
コンプレッサ 

ＭＨＰＳ 

オイル&ガス関連 
製品事業 

× × × 

＝
 

 
航空機転用ＧＴ 

再生エネルギー対応 
フレキシブル発電 

 
Ｈ-100 ＧＴ駆動の 

 ＬＮＧコンプレッサトレイン 

ＬＮＧ製造 
ソリューション 

 
Ｈ-25ＧＴ搭載バージ発電設備 

ＬＮＧ to Ｐｏｗｅｒ 

＝
 

＝
 

LNG：液化天然ｶﾞｽ GT：ガスタービン 
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100 

215 

263 
239 

456 466 462 457 445 

50

150

250

350

450

550

650

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

固定費(指数) 受注(億円) 

(億円) 12事計 15事計 18事計 

 ビジネスモデルの転換 

ｅコマースへの対応 

物流ソリューションへの展開 

【完全自動化倉庫のイメージ】 

 ①無人化への対応 

④環境問題への対応 

Liイオン電池搭載車 燃料電池搭載車 

②ＩｏＴを用いた車両管理 

③安全差別化技術 

レーザー誘導式 
無人フォークリフト 

全周囲モニタ 振動・衝撃吸収装置 

 
 

 
 
 

 
 

 

ＷＭＳ 

物流ソリューション 

保管 
（自動倉庫） 

搬送 
（ＡＧＶ） 

【完全自動化倉庫のイメージ】 

Warehouse 
Management 
System 

Automated Guided Vehicle 

＊ 

＊：一部連結子会社の決算日が変更され(12月末→3月末)、会計期間が15か月となっている影響あり 

[参考]3. 中量産品事業の成長① - フォークリフト 

＊ 
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100 

123 

168 
177 196 

227 
246 253 255 

50

100

150

200

250

300

350

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

固定費(指数) 受注(億円) 

 

  

 

 

 

    

(億円) 
12事計 15事計 18事計 

生産高度化：完全無人化に挑戦 
 収益力の更なる強化 

生産と開発の高度化 

Heavy Duty(商用車)への参入 

開発高度化 

検査の自動化 
   ・・・ 画像処理技術とＡＩ 

部品供給の自動化 
   ・・・ ロボットとＡＩ 

モニタリングの自動化 
   ・・・ ＩｏＴ技術 
 

15人/ライン 
<当初> 

   3 ⇒ 0人/ラインに挑戦 
      <現状> 

Von Karman Institute 

欧州大学との連携 欧州開発センター（蘭） 

欧州開発拠点の強化  ⇒  最大市場且つ最先端技術の欧州を強化 

ＡＭ：３Ｄプリンタ活用によるデータ輸送導入 

AM： Additive Manufacturing  

＊ 

＊：一部連結子会社の決算日が変更され(12月末→3月末)、会計期間が15か月となっている影響あり 

[参考]3. 中量産品事業の成長② - ターボチャージャ 

＊ 
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100 

117 

137 
132 132 

140 144 
152 

161 

60

80

100

120

140

160

180

200

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

固定費(指数) 受注(億円) 
(億円) 

12事計 15事計 18事計 

• サーマルソリューションビジネス 

→ 地域ニーズに合わせた製品の投入と 
   販売力強化によるシェア拡大 

→ 低環境負荷冷媒により、事業規模拡大 

• 空調事業 

• 電動車向け商品 

→ 技術シナジー強化でグローバル拡販 

＊ 

＊：一部連結子会社の決算日が変更され(12月末→3月末)、会計期間が15か月となっている影響あり 

 【電動車向け商品のグローバル拡販】 

 【サーマルソリューションビジネス】 

 【空調事業の市場シェア拡大】 

低環境負荷冷媒を採用した
ターボ冷凍機 

・自然冷媒を使用した 
 冷凍冷蔵コンデンシング 
 ユニット 
 
・化石燃料を使用しない 
 高効率ヒートポンプ式 
 熱風発生装置 

電動式圧縮機・ヒートポンプの技術シナジー 

ＥＶ車向 
カーエアコン 
電動圧縮機 

業務用空調機と
ヒートポンプ給湯機
の販売協業 
(英・アイルランド) 

三菱重工専売店の 
店舗数倍増
[1,000→2,000店] 
(中国) 

グローバルでの販売網の拡充 

全電動式 
トラック用 
冷凍機 

地域ニーズに合った 
商品投入(アジア/豪) 

日本の快適重視空調製品
(Air-Flex)を海外にも展開 

断トツの高効率ヒートポンプ技術、回転体技術で 
各種省エネ表彰受賞 

[参考]3. 中量産品事業の成長③ - 冷熱 

＊ 
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2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

固定費(指数) 受注(億円) 

 【マリンエンジニアリング事業拡大】 

 環境ソリューション等をベースに事業展開 

 【フェリー、巡視船、調査船等の規模拡大】 

(億円) 

12事計 15事計 18事計 

• 本年1月、当社船海事業を2社に分社化 

• 三菱造船 

• 三菱重工海洋鉄構 

• 将来的に事業規模2,000億円以上を目指す 

→ フェリー/官公庁船や環境規制対応等の 
   マリンエンジニアリング事業を拡大 

→ 固定費を削減して堅実経営を徹底 

受注構成 

フェリー 巡視船 調査船 

SOxｽｸﾗﾊﾞｰ 船型開発 FGSSﾓｼﾞｭｰﾙ 

FGSS：Fuel Gas Supply System 

[参考]4. 商船事業の強化・改革 
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[参考]5. 民間機Ｔｉｅｒ１事業の強化・改革 

ＩｏＴ：Internet of Things ＡＩ：Artificial Intelligence LＴ：Lead Time CCC：Cash Conversion Cycle  

2017/4（実績） 2021/4（計画） 

【人員対策】 

（人数） 

 【付帯作業の自動化】 

 【ロボティクスによる生産性向上】 • 15事計期間 

• 生産性の更なる向上 

• 調達プロセス見直しと運転資金削減 

→ 急激な売上減への対応力不足で収益悪化 
→ 人員対策・生産性向上などの対策を展開  

→ 自動化設備の導入、間接業務でのIoT/AI活用 

→ 外部費用抑制、調達LT短縮・在庫ミニマム化 

• 777X組立自動化 
• 787塗装ロボットによる

自動化   

• マテハン、組立用キットの
自動化 

• 作業支援ツール導入  
(ＡＩによる生産性強化) 

約6,000名 

△40% 

【人員対策】 

100  
106  

112  114  111  
105  102  100  

90  

100  

126  

157  
151  

130  
138  

127  122  
127  

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

固定費（指数） 受注（指数） 

12事計 15事計 18事計 

2017実績 2020計画 

【運転資金/CCC】 

△50% 

△50% 

（運転資金） 

（CCC） 
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セキュリティ分野へのデュアルユース展開 

 防衛分野 

 セキュリティ分野 

無人装備品統制システム 

無人機活用沿岸警備システム 民需プラントサイバーセキュリティ 

制御システムサイバーセキュリティ 

CoasTitan®  InteRSePT®  

 

 
無人機システム サイバーセキュリティ 

 
   

   

[参考]6. 防衛・宇宙事業の成長施策 

→ 18事計期間に技術開発を行い、21事計期間での事業展開を目指す 
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